
指標分析

　平成２９年度末の２，３７０件から令和２年３月末には２，９５１件まで増加しました。
目標達成率は，３０．１０％です。

今後の方向性

　マイナンバーカードは，公的身分証明書として使えるほか，住民票や印鑑証明がコンビニ
エンスストアで取得できること。また，令和３年３月から健康保険証として使えるようにな
ることなど，カードの有用性を積極的に広報し，マイナンバーカードの普及を推進します。

指標値
目標値（令和６年度） 実績値（令和元年度） 達成率（％）

4,300件 2,951件 30.1％

指標分析

　未利用町有地売却を推進するために茨城県宅地建物取引業協会に入札基準価格の設定を依
頼し，町公式ホームページで公告し，入札を行っていますが，近隣の売買価格と差異がある
ため，参加者がないため有効活用できずにいる。

今後の方向性

　茨城県宅地建物取引業協会と協議し，入札基準価格の設定を下げることで，未町有地売却
の促進を図る。

指標名称 マイナンバーカード交付件数 担当課 住民課

指標値
目標値（令和６年度） 実績値（令和元年度） 達成率（％）

１６２筆 １７２筆 93.8％

指標分析

　経常収支比率は，地方税や地方交付税など毎年経常的に収入される財源（経常一般財源）が，人件
費や扶助費，公債費などの経常経費にどの程度充てられているかを見るもので，財政構造の弾力性を
表す指標である。この比率が高くなるほど，経常的な経費が財政を圧迫しており，いわゆる財政の硬
直化が進んでいる状況にあると言える。利根町における令和元年度決算の経常収支比率は93.8%とな
り，新規事業や投資的経費等の臨時の財政需要に充てる経常一般財源にあまり余裕がない状態である
と言える。

今後の方向性

　この行政評価システムを通じて，歳出における事務事業の見直しを図るとともに，職員一
人ひとりがコスト意識を持ち，消耗品費や光熱水費等の内部経費等の削減を図る。

指標名称 未利用町有地（普通財産）の筆数 担当課 財政課

指標値
目標値（令和６年度） 実績値（令和元年度） 達成率（％）

86.0% 93.8% 91.7％

指標分析

　滞納者に対する納税相談及び滞納処分執行等をする事により達成した。

今後の方向性

　町税等の収納率の向上により，財源の確保に努めるとともに，経費のさらなる削減に努め
ます。

指標名称 財政指標（経常収支比率） 担当課 財政課

指標値
目標値（令和６年度） 実績値（令和元年度） 達成率（％）

94.5% 94.7 100.2

目指す姿 ○効果的，効率的な行財政の運営を進め，町民サービスの向上も図ります。

指標名称
町税の収納率（住民税・固定資産税（都市計画税）・軽
自動車税・法人税の4税目）

担当課 税務課

政策名 基本施策4 　効果的・効率的な行財政運営の推進

令和２年度政策評価シート　　（評価対象年度　　令和元年度）


